
 

 
 

 
核燃料施設等の新規制基準適合性審査等の状況 

 

令和５年１０月４日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、核燃料施設等の新規制基準適合性審査等の状況について報告する

ものである。 

 

２．内容 

〇平成２５年１２月に施行された新規制基準への適合性に関し、設置許可（承

認）、事業指定又は事業許可の変更申請、設計及び工事の計画の（変更）認可

申請並びに保安規定変更認可申請が行われた核燃料施設等について、処分の

状況は別紙１-１のとおり。 

 

〇新規制基準への適合性に係る設置許可（承認）、事業指定又は事業許可の変更

申請、設計及び工事の計画の（変更）認可申請並びに保安規定変更認可申請が

行われた核燃料施設等について、審査の状況は別紙１-２のとおり。 

 

〇別紙１－２以外の設置許可（承認）、事業指定又は事業許可の変更申請、設計

及び工事の計画の（変更）認可申請及び保安規定変更認可申請が行われた核燃

料施設等について、審査の状況は別紙１-３のとおり。 

 

〇上記以外の主な審査案件としては、廃止措置計画の認可並びに放射能濃度の

測定及び評価方法の認可の審査があり、当該審査に係る申請及び審査の状況

は別紙２のとおり。 

 

以上 

資料３ 
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別紙１－１ 
新規制基準適合性に係る申請及び処分の状況 

令和５年１０月３日現在 

※１ 設計及び工事の計画の認可に係る申請については、分割申請の場合に、初回申請の申請日を記載する。また、分割申請の場合に、最終申請の認可日を記載する。 

※２ 保安規定変更認可申請については、新規制基準に係るもののうち、一部のみの申請は記載しない。 

※３ 廃棄物埋設施設については、原子炉等規制法第 51 条の 6 第 1 項に基づく廃棄物埋設施設確認。 

※４ ２号廃棄物埋設地の一部についての施設確認終了日を示す。 

※５ 新規制基準への適合性については、平成 30 年 8 月 22 日付けで許可しているが、その後、申請者から新規制基準に適合した許可の一部（竜巻に対する設計方針）を変更するた

めの申請があった。 

灰色：処分済、赤字：前回（令和 5 年 4 月 5 日）の報告からの変更点 

施設種類 申請者名等 

設置変更許可又は 

事業変更許可 
設計及び工事の計画の（変更）認可※１ 保安規定変更認可※２ （参考） 

使用前確認終了日※３ 

（使用前検査合格日） 申請日 処分日 申請日 処分日 申請日 処分日 

再処理施設 日本原燃(株)再処理施設 平成 26 年 1月 7 日 令和 2年 7 月 29 日 令和 2年 12 月 24 日 

 

 

  

加工施設 

日本原燃(株)MOX 燃料加工施設 平成 26 年 1月 7 日 令和 2年 12 月 9 日 令和 2年 12 月 24 日 

 

 

   

日本原燃(株)ウラン濃縮工場 平成 25 年 5月 14 日 平成 29 年 5月 17 日 平成 30 年 9月 7 日 令和 4年 2 月 4日 令和 4年 4 月 15 日 令和 4年 6 月 22 日 

 

令和 5年 8 月 24 日 

(株)グローバル・ニュークリ

ア・フュエル・ジャパン 
平成 25 年 7月 24 日 平成 29 年 4月 5 日 平成 29 年 5月 19 日 

 

  

  

三菱原子燃料(株) 平成 26 年 1月 31 日 平成 29 年 11 月 1 日 平成 29 年 11 月 30 日 令和 3年 6 月 1日 令和 3年 7 月 26 日 令和 4年 5 月 30 日 令和 4年 8 月 19 日 

原子燃料工業(株) 

東海事業所 
平成 26 年 2月 14 日 平成 29 年 12 月 20 日 平成 30 年 2月 9 日 

 
 

  

原子燃料工業(株) 

熊取事業所 平成 26 年 4 月 18 日 平成 30 年 3月 28 日 平成 30 年 10 月 22 日 令和 4年 11 月 16 日 令和 5年 2 月 15 日 令和 5年 6 月 19 日 
 

試験研究炉等 

京都大学 

KUR 
平成 26 年 9月 30 日 平成 28 年 9月 21 日 平成 28 年 9月 14 日 平成 29 年 7月 27 日 平成 28 年 10 月 5 日 平成 29 年 6月 15 日 平成 29 年 8月 23 日 

京都大学 

KUCA 
平成 26 年 9月 30 日 平成 28 年 5月 11 日 平成 28 年 7月 26 日 平成 29 年 6月 13 日 平成 28 年 5月 27 日 平成 29 年 6月 15 日 平成 29 年 6月 20 日 

近畿大学 

UTR-KINKI 
平成 26 年 10 月 20 日 平成 28 年 5月 11 日 平成 28 年 6月 30 日 平成 29 年 2月 7 日 平成 26 年 10 月 20 日 平成 29 年 2月 28 日 平成 29 年 3月 17 日 

日本原子力研究開発機構 

NSRR 
平成 27 年 3月 31 日 平成 30 年 1月 31 日 平成 29 年 7月 4 日 平成 31 年 4月 26 日 平成 30 年 3月 6 日 平成 30 年 3月 22 日 令和 2年 3 月 10 日 

日本原子力研究開発機構 

STACY 
平成 27 年 3月 31 日 平成 30 年 1月 31 日 平成 28 年 8月 9 日 令和 3年 7 月 29 日 令和 4年 4 月 26 日 令和 4年 12 月 23 日 

 

日本原子力研究開発機構 

JRR-3 
平成 26 年 9月 26 日 平成 30 年 11 月 7 日 平成 30 年 9月 3 日 令和 3年 1 月 25 日 平成 26 年 9月 26 日 令和 3年 2 月 9日 令和 3年 2 月 24 日 

日本原子力研究開発機構 

HTTR 
平成 26 年 11 月 26 日 令和 2年 6 月 3日 平成 30 年 2月 9 日 令和 3年 4 月 8日 平成 30 年 10 月 17 日 令和 3年 4 月 16 日 令和 3年 7 月 26 日 

日本原子力研究開発機構 

常陽 
平成 29 年 3月 30 日 令和 5年 7 月 26 日 令和 5年 7 月 27 日  平成 29 年 3月 30 日 

  

日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

放射性廃棄物の廃棄施設 

平成 27 年 2月 6 日 平成 30 年 10 月 17 日 平成 29 年 11 月 14 日 

    

使用済燃料 

貯蔵施設 

リサイクル燃料貯蔵(株) 

使用済燃料貯蔵施設 
平成 26 年 1月 15 日 令和 2年 11 月 11 日 令和 3年 2 月 26 日 令和 4年 8 月 16 日 令和 4年 12 月 21 日 令和 5年 8 月 28 日 

 

 

廃棄物管理施設 

日本原子力研究開発機構 

大洗廃棄物管理施設 
平成 26 年 2月 7 日 

令和 4年 4 月 28 日 

※５ 

平成 30 年 8月 22 日 

令和 5年 5 月 2日 

※５ 

平成 29 年 9月 25 日 
 

平成 26 年 3月 14 日 
  

日本原燃(株)廃棄物管理施設 平成 26 年 1月 7 日 令和 2年 8 月 26 日 令和 4年 12 月 26 日 
    

廃棄物埋設施設 

日本原子力発電(株) 

第二種廃棄物埋設施設 

（トレンチ処分） 
平成 27 年 7月 16 日 

      

日本原燃(株) 

第二種廃棄物埋設施設 

（ピット処分） 
平成 30 年 8月 1 日 令和 3年 7 月 21 日 

  

令和 3年 7 月 15 日 令和 3年 9 月 7日 令和 3年 12 月 28 日※４ 
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別紙２　

　   令和５年10月３日現在

施設種類 申請者名等 申請日 主な論点 審査の現状及び課題 備考

放射能濃度の測定及び評価方法の認可（クリアランス認可）

申請日 主な論点

平成28年9月13日
平均放射能濃度確
認の際の不確かさ

の考慮

令和2年4月7日

汚染メカニズム等
を踏まえた評価対
象核種の選定等の

妥当性

令和5年8月31日 -

赤字：前回（令和５年４月５日）の報告からの変更点

廃止措置計画の認可並びに放射能濃度の測定及び評価方法の認可における主な課題及びその審査の現状
廃止措置計画の認可

申請者名等 審査の現状及び課題

研究開発段階
発電用原子炉施設

(ガラス固化体保管
能力増強)

平成30年11月9日

(安全性向上や設備
保全等のための工

事)
令和5年5月31日

（TVFにおけるガラス固化体の保管能力増強）
ガラス固化体の保管本数を既許可の420本（70ピット×6段積）か
ら、設計上の保管スペースを有する630本（70ピット×9段積）まで
ガラス固化体の保管能力を増強する変更である。
日本原子力研究開発機構は、本申請について、安全対策に係る変更
の検討結果を踏まえ今後補正申請書を提出するとしている。

（安全性向上や設備保全等のための工事）
HAW・TVF以外の施設における津波対策のための設備改造等に係る変
更である。
日本原子力研究開発機構は、東海再処理施設安全監視チーム会合に
おける津波対策等に係る指摘を受け、今後補正申請書を提出すると
している。

再処理施設
日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

再処理施設

TVFにおけるガラス
固化体の保管能力

増強

安全性向上や設備
保全等のための工

事

（TVFにおけるガラス固化処理状況）
今後2号溶融炉は使用せず、3号溶融炉を前倒しして導
入することとし、引き続き、3号溶融炉の作動試験等
を進めている（令和5年度下半期に模擬廃液試験を実
施する予定）。一方、2号溶融炉の撤去作業において
は、固化セル内に2基設置している両腕型マニプレー
タ（BSM）のうち、1基についてはハンド部の導通不
良、もう1基については旋回操作不調、カメラ映像不
調により、2基ともに点検整備が発生したことなどか
ら、令和6年度末の運転再開を予定していた3号溶融炉
の更新スケジュールについて、本年12月末を目途に工
程を見直すと説明を受けた。BSMの不良に係る原因及
び再発防止策については、今後の監視チーム会合で確
認する。

（安全対策工事の進捗状況）
高放射性廃液を取り扱うHAW及びTVFに係る安全対策に
ついて、地震・津波対策と事故対処設備の整備を進
め、概ね令和5年度末に工事を完了する見通しと説明
を受けた。安全対策工事のうち竜巻対策等の一部工事
については、作業エリアの干渉等により工事が令和6
年度にずれ込むと説明を受けた。

（工程洗浄）
せん断粉末の取出しは令和4年8月に、低濃度プルトニ
ウム等の取出しは令和5年9月に終了。今後は、ウラン
の取出しを令和5年12月から開始し、令和5年度内に終
了予定と説明を受けた。

- -

（廃止措置の第２段階）
廃止措置の第２段階は前半と後半に分けて実施する。
第２段階前半は、主に原子炉内の燃料体以外の炉心構
成要素（中性子しゃへい体等）の水プールへの移送作
業を実施（～令和8年度）することとしており、令和5
年度に予定していた原子炉から炉外燃料貯蔵槽への移
送作業は令和5年7月に完了。
第２段階後半は、通常の移送操作により抜出し可能な
1次系及び2次系のナトリウムの抜出し及び所外搬出を
実施する予定。

日本原子力研究開発機構
高速増殖原型炉もんじゅ

-

日本原子力発電㈱
敦賀発電所

【対象物：1号解体廃棄物（金属）】

令和4年5月24日に開催した第7回クリアランスに関する審査会合において、申請者から令和元年9月11日に制定されたクリア
ランスに関する審査基準を踏まえて評価方法等の見直しを行った結果として、クリアランス対象を当初申請の約2,900トンの
うち発生箇所が特定できるHCUアキュームレータ及びN2ボンベの約5トンに変更した上で令和5年度中に補正申請を行う予定で
ある旨の説明があった。本補正申請に係る約5トンのクリアランス対象物については、補正申請後に審査を再開する旨を伝え
た。
なお、発生箇所の特定できない残りの約2,895トンについては、新たなクリアランス手法の検討状況や検討を踏まえた対応を
適宜報告するよう求めた。

廃止措置の第2段階及び第3段階において発生する、サプレッションチェンバー関連設備や非常用炉心冷却系等の解体撤去物
のうちクリアランス対象物（総重量約6,856トン）に係るクリアランス認可申請を受けたところ。今後、審査会合等におい
て、当該申請内容の確認を進めていく。

中部電力㈱
浜岡原子力発電所

【対象物：1,2号解体廃棄物（金属）】

中国電力㈱
島根原子力発電所

【対象物：1,2号炉低圧タービン】

令和3年6月21日に開催した第7回クリアランスに関する審査会合における各評価単位内の表面汚染密度が均一であると言える
だけのデータ数となっていない旨の指摘に対し、申請者は追加のデータを取得したうえで、令和5年4月20日に補正申請書を
提出。その後、令和5年6月1日及び令和5年9月11日の審査会合において、補正申請の内容について確認した。今後、申請者か
ら補正申請書が提出されたのち、審査結果の取りまとめを行う。
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